
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

生趣重型二動型L菫墓壁量堕

1 事業実施の方針

・新型コロナ感染拡大防止対策による、社会状況を鑑みその都度決定して活動を実行する。

なお、コロナ感染症の状況を踏まえ、状況に応じ以下の活動を行う。

・欄スタービジョンが小金井市桜町二丁目で行うSDGs事業「みみコンeco畑」の、みみずコンポスト・

カブトムシ小屋・みみずコンポスト防災トイレ・アクアポニックス等を、農工大農学部学生と協働で管

理する。畑会員及び地域住民による生ゴミ削減・防災活動を展開、みみずコンポストを活用して家庭生

ゴミをリサイクル=資源化しこれを活用して賃借畑で有機栽培を行い、地球温暖化防止と持続可能な

循環型社会形成や食育の啓発事業を協働で行う。

・地域住民へ地球温暖化、循環型社会の形成啓発活動として、カブト虫幼虫配布・カプト虫相撲大会・ハ

ロウィン・餅つき大会・収穫祭等地域コミュニティーの構築を図るイベント等の事業を協働で行う。

。事業追加に伴うホームページリニューアルを行う。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【274】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

党盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

争栗賀
(千
円)

① 間伐木材を使

用した工作物

を制作するこ

とによる環境

保全に関する

事業

・カブト虫小屋。みみず

コンポス トを多摩産間

伐材を使用して製作す

る。

予算が

付かず

中止

0 0 0 0

② 動物飼育・植

物栽培を通じ

子供たちの情

操教育に関す

る事業

。みみずコンポス トで

生産した生ゴミリサイ

クル堆肥を賃借畑で使

用し、野菜の成長具合を

観察研究する。

4月

～3月

随時

eqo m 8人 近隣市民 20.人 1〔〕1



③ 低炭素啓発み

みずコンポス

トによる、生

ごみ堆肥化の

実験・研究に

関する事業

・みみずコンポス トに

市民が投入する量を計

測して、二酸化炭素の削

減量、生ごみの排出抑制

による税金の節減を報

告する。

通年 ECO TE 20人 近隣市民 多数 5

④ 低炭素啓発

コンポスト

トイレの実

験・研究に

関する事業

・新型コロナ感染拡大

防止の為、状況を見な

がら維持管理を行う。

随時 eco *E 1人 0 0 0

⑤ 循環型啓発

アクアポニ

ックスの実

験・研究に

関する事業

。環境循環型取り組み

として魚畑の実験・研

究を行う。

通年 eco tEl 8人 近隣市民 多数 10

⑥ 温暖化防止啓

発事業を通じ

地域コミュニ

ティーの構築

を図るイベン

ト等の事業

・春にカプトムシ幼虫2

匹を子供たちに配布。

・配布した幼虫を親子で

育て成虫になったカブト

ムシで相撲大会を協働で

開催する。

。秋にハロウィン仮装大

会を協働で開催。

・玉川上水落ち葉回収及

びクリスマスリース制作

ワークショップ

。年末地域餅つき大会を

協働で開催、会員親睦と

地域交流を図る。

5月

7月

10月

11月

12月

eco 

^fi

コロナ禍

で中止

Eco lfE

玉川上水

eco畑

eco jkEl

2人

0人

3人

5人

5人

近隣市民

近隣住民

近隣住民

近隣市民

30人

0人

30人

20人

30人

5

0

20

25

30

⑦ 前各号に掲げ

る事業に付帯

する全ての事

業

・ホームページのリニュ

ーアルを行う。

4月 ～

7月

主 た る事

務所

2人
一般市民

不特 定
多数

53



書式第 13号 (法第28条関係)

令和 4年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)

1単位 :円
令  額 小 計 ・ 合 計

58,000

58,000

3,455
3,455

賛助会員受取会費

受取利息

2

3

4

事業収益
事業収益

5

受取寄附金
施設等受入評価益

15,000
15,000

76,455

35,130

114.181

1

退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費

地代家賃
旅費交通費
支払手数料

給料手当 (アルバイ ト料)
役員報酬

印刷製本費
各イベント用材料費 (事業経費)

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費 970

o131,384

54,015

、υ

294.

408.55(

A B △332.095

D

災

C D ・ ・ ・ ②

△332,095

1.279,022

946.927



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 環境再生機構

金  額

1

現金
普通預金三菱WJ
郵貯
多摩信用金庫
西武信用金庫

2

建物附属
什器備品

2
ソフトウェア
借地権

3
敷金
長期貸付金

25,240
482,735
22,613
1,006
1,006
6.397

538:997

190,100
211,098

401.198

【A】 資 産 合 計 ①+② 940,195

1

2

】 負 債 の 部
邑動負債  :

未払金

預り金

負債合計 ③

定負債

長期借入金
退職給付引当金

.債合計 : ・・・④

1,279,022
332,095

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【́B-1】 +【 B-2】 946,927

レコ] |=| ′:ヽ計 ・ 合 計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 環境再生機構
単位 :円

目 金  額 ′1ヽ   言十 計

2

産  の

現金預金
手元現金
三菱WJ銀行普通預金
ゆうちょ銀行
多摩信用金庫
西武信用金庫

棚卸資産
販売用寄附物品

25,240
482,735
22,613
1,006
1,006
6,397

538,997

(1)有形固定資産
建物付属設備

イ十器偏品
パソコン他

190,100

211,098

(2)無形固定責産
ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

401 1

【A】 資 産 合 計 ①+② 940,195

【 】 負 債 ` 部

未払金

源泉徴収税

長期借入金

退職給付引当金

職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 940,195

『
合言+

目 僣 合 計  ・ ・ ・



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2022年 度年間役員名簿 く前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 環境再生機構

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内
の

就任期間

報酬を受けた

期間
(該当者のみに
記入 )

氏   名

〇事・監事
ヒナミヨウイチ 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

午

午

月   日

月   日日並 洋一

2 0事・監事
サイトウタケシ

2022年:4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日斎藤 武

3 O事 。監事
ナサキサユリ

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

甲

午

月   日

月   日に々木さゆり

4 0事・監事
ミズタニサ トル

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日水谷 聡

5 0事 。監事
ドバシシゲマサ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

午

午

月   日

月   日土橋 重政

6 0事・監事
ヤマモ トミチヒロ

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日山本 倫弘

７

〓 理事。①事
ウチヤマリエ

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日内山 理恵



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_墨盤甍生整整__

氏   名

1
日並 洋一

2 斎藤 武

3 山本 倫弘

4
内山 理恵

5
村山 秀貴

6
日並 えり子

7
鈴木 大介

8 鈴木 亜衣

9 富本 美絵子

10
島本 和人

11 島本 順子

12 吉野 奏美

13 土橋 重政

14



4

私は特定非営禾1権]動促進法第18条の規定に基づき、特定非営利活動法人 環境再生機構

の令和4年 4月 1日から令和5年 3月 31日までの収支計算書と令和5年 3月 31日現在

の貸借対照表及び財産目録について監査を行いました。

監査にあたつては会計帳簿の調査および計算書類の検討等、通常必要と認められる手続き

をメ勤Lしました。

監査の結果、上記計算書類は特定非営利活動法人 環境再生機構の当事業年度における収

支の状況、活動の状況及び財産の状況を適正に示しているものと認めます。

令和5年 5月 25日

監 事

汁
rア

ー o、 J ‐ ル 与
‐ト

ロ
し ヽ


